
（様式３） 

栃木県地域企業事業継続支援金【８月分】に係る取引先情報等確認書 

（１）申請者の該当区分  

次の①から④までのいずれか１項目を選択して、☑チェックを付けてください。 

☐ ① 協力金の支給対象である飲食店の営業に関して直接又は間接の反復継続した取引

がある事業者 

→（２）、（３）の両方に記入してください 

☐ ② 主に対面で個人向けに商品又はサービスの提供を行う事業者 

→（２）のみ記入してください 

☐ ③ 直接、②に商品の販売又はサービスの提供を反復継続して行う事業者 

→（２）、（３）の両方に記入してください 

☐ ④ 販売・提供先を経由して、②に商品の販売又はサービスの提供を反復継続して 

行う事業者 

     →（２）、（３）の両方に記入してください 

（２）事業内容  

提供している商品・サービス等の内容が分かるよう記入してください。 

（自社の店舗名は、法人名と同一の場合も、主な１か所を記入してください。） 

店舗・屋号名  

店舗の住所  

電話番号  

事業内容、 

どのように緊急事

態措置又はまん延

防止等重点措置の

影響を受けたか 

 

 

 

 

 

営業許可番号 
(飲食店の場合のみ) 

 

（３）取引先情報 （法人の場合は法人番号必須） 

次ページのア～ウに取引先情報を記載ください。なお、営業や取引の実態を確認する場合が

あります。 

法人番号については、国税庁の法人番号公表サイトで検索していただくか、取引先にご確認

の上、記入してください。 

※ ①、③、④に該当する事業者は、本書に記載した取引の実態が分かる資料（収入金額や経費

を記載した帳簿、請求書、領収書、帳簿書類に記載の取引に関する入出金記録が記帳された通帳

等）を電子的方法により７年間保存してください。同保存書類は、申請時の提出は不要ですが、

申請者が支給要件を満たさない恐れがある場合に、保存書類の提出を求める等の調査を行うこ

とがあります。  

事業所所在地 

※フリーランス等の方は自宅住所 
 

氏名 又は 法人名  



ア 2019 年８月において、取引及び商品の販売又はサービスの提供を複数回行った取引先につ

いて、1者以上記入してください。（取引での売上が大きい者） 

法人番号(法人の場合のみ)              

法人名・個人事業者名(屋号等) 所在地 電話番号 

   

 

法人番号(法人の場合のみ)              

法人名・個人事業者名(屋号等) 所在地 電話番号 

   

イ 2020 年８月において、取引及び商品の販売又はサービスの提供を複数回行った取引先につ

いて、1者以上記入してください。（取引での売上が大きい者） 

法人番号(法人の場合のみ)              

法人名・個人事業者名(屋号等) 所在地 電話番号 

   

 

法人番号(法人の場合のみ)              

法人名・個人事業者名(屋号等) 所在地 電話番号 

   

ウ 2021 年８月において、取引及び商品の販売又はサービスの提供を複数回行った取引先につ

いて、1者以上記入してください。（取引での売上が大きい者） 

※ 外出自粛等の影響により、該当する取引を複数回行った取引先がない場合は、その旨を

法人欄に記載してください。 

法人番号(法人の場合のみ)              

法人名・個人事業者名(屋号等) 所在地 電話番号 

   

 

法人番号(法人の場合のみ)              

法人名・個人事業者名(屋号等) 所在地 電話番号 
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